
佐久市・臼田町・浅科村・望月町合併協議会

１　基本的な協議事項

提案
番号
協議項
目番号 コード番号

分科会
名称 事務事業等名称（項目名）

現況調書
ページ 問　題　点 調　整　案 調　整　案　の　詳　細

1 2 ２－１ 総務 合併の期日 3

　合併特例法の改正により、平成１７年３
月３１日までのほか、平成１７年４月１日
の合併という選択も検討できることとなっ
た。
　合併の期日については、住民生活へ
の影響等に配慮するなかで決定する必
要がある。

　合併の期日は、平成１７年４月１日とする。

○合併特例法の改正
　平成１７年３月３１日までに都道府県知事に申請を行った場合に
は、平成１８年３月３１日まで現行の特例措置が受けられる。
○自治体は、４月１日から３月３１日という年度区分で住民サービス
等事業を実施しているので、住民生活への影響を考慮すると、４
月１日の合併が望ましい。
○平成１７年３月３１日をもって、佐久市、南佐久郡臼田町、北佐
久郡浅科村及び同郡望月町を廃し、平成１７年４月１日に新たに
「佐久市」を発足する。

２　合併特例法による協議事項

提案
番号
協議項
目番号 コード番号

分科会
名称 事務事業等名称（項目名）

現況調書
ページ 問　題　点 調　整　案 調　整　案　の　詳　細

2 １１ １１－１ 企画 地域審議会の取扱い 5

　新市の一体性あるまちづくりを推進す
る観点から、住民の声を反映する附属
機関の設置について検討する必要があ
る。

　市町村の合併の特例に関する法律第５条の４
に規定する旧市町村を単位とした「地域審議
会」は設置しない。
　地方自治法第１３８条の４第３項による附属機
関である「総合計画審議会」の設置により、地域
の声を新市の施策に反映する。

（１）地理的状況及び生活圏等を見てもまとまった地域であり、新
市を一体的に捉えることが必要である。
（２）区長会の組織（区長会・地区区長会・理事会）の充実により地
域の要望等を把握できる。
（３）広報広聴活動や市政懇談会の充実、支所機能の活用により、
地域の声を反映することができる。
（４）地方自治法第１３８条の４第３項による附属機関の設置
  ○総合計画審議会の設置（第６回協議会承認済み）
　総合計画審議会は、新市の総合的な開発・発展に関する基本
構想及びこれに即する基本計画に関する重要事項について、市
長の諮問に応じ調査審議を行なう機関。
　新市建設計画は、合併後、新市の総合計画に活かされていくも
のであることから、総合計画審議会の機能を強化する。
　①委員は、地域に配慮した構成とする。
　②新市建設計画及び総合計画の進捗状況を報告する
　③新市建設計画及び総合計画の変更について意見を求める。

３　その他の協議事項
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協議項
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名称 事務事業等名称（項目名）

現況調書
ページ 問　題　点 調　整　案 調　整　案　の　詳　細

3 10 010103010206 人事 職員給料 7 ４市町村で初任給の格付けと等級別資格基準に差異がある。 合併時、給料体系の基準を統一し、実施する。

〇給料体系は、９級制による昇給・昇格基準を作成して新市にお
いて調整する。
〇昇給停止年齢の引き下げにより、給与水準の抑制を図る。
〇将来的な課題として、職務・職責に一層対応した給料体系の確
立を図る必要がある。

4 10 010103010207 人事 職員各種手当 13 ４市町村で一部の手当における対象業務、支給額に差異がある。 合併時、各種手当の基準を統一し、実施する。〇職員各種手当については、原則として国の基準に準ずる。〇特殊勤務手当については、必要に応じて見直しを行なう。

5 10 010103010208 人事 職員退職手当 25

佐久市は市条例により実施しているが、
臼田町・浅科村・望月町は長野県町村
総合事務組合に加盟し、組合条例によ
り実施している。

合併時、新市の条例を制定し、実施する。

〇佐久市特別職の職員等の退職手当に関する条例及び佐久市
職員の退職手当に関する条例を基準に条例を制定する。
〇期間除算に係る規定は廃止する。
〇臼田町・浅科村・望月町においては、長野県町村総合事務組
合を脱退する。

6 10 010103010209 人事 職員旅費 26 ４市町村とも条例に基づき支給しているが、支給額に差異がある。

合併時、佐久市の例を基準に統一して実施す
る。
ただし、県内の旅行並びに新市に隣接する県
外市町村の旅行に対する日当は廃止する。

7 10 010103010210 人事 職員勤務条件 27
４市町村で、特別休暇（結婚休暇、夏季
休暇、元気回復休暇、リフレッシュ休暇）
に差異がある。

合併時、各種休暇の基準を統一し、実施する。各種休暇については佐久市の例を基準に条例を制定する。

       ＊各市町村の現況については、添付した現況調書に記載されている。


